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７ 環境基準 （令和６年３⽉31日時点） 
環境基準とは、環境基本法（平成５年 11 ⽉ 19 日法律第 91 号）第 16 条により「政府

は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞ
れ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準を定
めるもの」としている。 

環境基準は、⾏政上の目標であって、環境⾏政を進めていく上での指針となるもので、
環境基準を超えたからといって直ちに健康に悪影響が出るというわけではなく、また、規
制基準とは異なり、罰則がかけられたり、改善勧告・命令が出されたりすることもない。 
 

7-1 大気の汚染に係るもの 
(1) 大気の汚染に係る環境基準について（昭和48年５⽉８⽇環境庁告⽰第25号） 

物 質 二酸化いおう 
（SO2） 

一酸化炭素 
（CO） 

浮遊粒⼦状物質 
（SPM） 

光化学オキシダン
ト（Ox） 

環境上の条件 

１時間値の１日平
均 値 が 0.04ppm
以下であり、かつ、
１ 時 間 値 が
0.1ppm 以下であ
ること。 

１時間値の１日平
均値が 10ppm 以
下であり、かつ、１
時間値の８時間平
均値が 20ppm 以
下であること。 

１時間値の１日平
均 値 が 0.10mg/
ｍ3 以下であり、か
つ 、 １ 時 間 値 が
0.20mg/ｍ3 以下
であること。 

１ 時 間 値 が
0.06ppm 以下で
あること。 

評 

価 

短 期 的 
評 価 

環境基準にてらして短期的に評価する場合は、環境基準が1時間値または1時間値
の1日平均値についての条件として定められているので、連続してまたは随時に⾏
なつた測定結果により、測定を⾏なつた日または時間についてその評価を⾏なう
ものとする。（昭和48年６⽉12日環大企第143号） 

⻑ 期 的 
評 価 

⻑期的評価の⽅法としては、年間にわたる1日平均値である測
定値につき、測定値の高い⽅から2％の範囲内にあるものを除
外して評価を⾏なうものとする。ただし、1日平均値につき環
境基準をこえる日が2日以上連続した場合には、このような取
扱いは⾏なわないこととして、その評価を⾏なうものとする。
（昭和48年６⽉12日環大企第143号） 

― 

備考 
１ 浮遊粒⼦状物質とは、大気中に浮遊する粒⼦状物質であって、その粒径が 10μｍ以下のも

のをいう。 
２ 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応

により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、
二酸化窒素を除く。）をいう。 

（注）１．環境基準は、⼯業専⽤地域、⾞道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所
については、適⽤しない。 

２．１日平均値の評価に当たっては、１時間値の欠測が１日（24 時間）のうち４時間を超え
る場合には評価対象としないものとする。 

３．⻑期的評価において、年間における測定時間が 6,000 時間に満たない測定局について
は、環境基準による大気汚染の評価の対象とはしない。 
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(2) 二酸化窒素に係る環境基準について（昭和53年７⽉11⽇環境庁告⽰第38号） 
物 質 二酸化窒素 （ＮＯ２） 

環境上の条件 １時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下
であること。 

評 価 
年間における二酸化窒素の 1 日平均値のうち、低い⽅から 98％に相当するものが
0.06ppm 以下の場合は環境基準が達成され、1 日平均値の年間 98％値が
0.06ppm を超える場合は環境基準が達成されていないものと評価する。 
（昭和53年７⽉17日環大企第262号） 

（注）１．環境基準は、⼯業専⽤地域、⾞道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所
については、適⽤しない。 

２．１日平均値の年間 98％値の算定に当たっては、１時間値の欠測が４時間を超える測定
日の１日平均値は、⽤いないものとする。 

３．年間における測定時間が 6,000 時間に満たない測定局については、環境基準による大
気汚染の評価の対象とはしない。 

 
(3) ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について（平成９年２⽉４⽇環境庁告⽰

第４号） 
物 質 ベンゼン トリクロロエチレ

ン 
テトラクロロエチ

レン ジクロロメタン 

環境上の条件 
１年平均値が
0.003mg/m3 以
下であること。 

１年平均値が
0.13mg/m3 以下
であること。 

１年平均値が
0.2mg/m3 以下で
あること。 

１年平均値が
0.15mg/m3 以下
であること。 

評 価 
環境基準に照らして評価する場合は、環境基準が 1 年平均値についての条件とし
て定められていることから、同一地点における 1 年平均値と認められる値との⽐
較によってその評価を⾏うものとする。 
（平成９年２⽉ 12 日環大企第 37 号） 

（注）１．環境基準は、⼯業専⽤地域、⾞道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所に
ついては、適⽤しない。 

 
(4) 微⼩粒⼦状物質による大気の汚染に係る環境基準について（平成21年９⽉９⽇環境

省告⽰第33号） 
物 質 微⼩粒⼦状物質 

環境上の条件 １年平均値が 15μg/m3 以下であり、かつ、１日平均値が 35μg/m3 以下である
こと。 

評 価 

⻑期基準に対応した環境基準達成状況は、⻑期的評価として測定結果の１年平均
値について評価を⾏うものとする。 
短期基準に対応した環境基準達成状況は、⻑期的評価としての測定結果の年間
98 パーセンタイル値を日平均値の代表値として選択し、評価を⾏うものとす
る。 
（平成21年９⽉９日環水大総発第090909001号） 

（注）１．環境基準は、⼯業専⽤地域、⾞道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所
については、適⽤しない。 

２．微⼩粒⼦状物質とは、大気中に浮遊する粒⼦状物質であって、粒径が 2.5μｍの粒⼦を
50％の割合で分離できる分粒装置を⽤いて、より粒径の大きい粒⼦を除去した後に採取
される粒⼦をいう。 
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7-2 水質汚濁に係るもの 
(1) 水質汚濁に係る環境基準について(昭和46年12⽉28⽇環境庁告⽰第59号) 
ア 人の健康の保護に関する環境基準（別表１抜粋） 
項目 基準値 
カドミウム 0.003mg／L 以下 
全シアン 検出されないこと。 
鉛 0.01mg／L 以下 
六価クロム 0.02mg／L 以下 
砒
ひ

素 0.01mg／L 以下 
総水銀 0.0005mg／L 以下 
アルキル水銀 検出されないこと。 
PCB 検出されないこと。 
ジクロロメタン 0.02mg／L 以下 
四塩化炭素 0.002mg／L 以下 
1,2-ジクロロエタン 0.004mg／L 以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1mg／L 以下 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg／L 以下 
1,1,1-トリクロロエタン １mg／L 以下 
1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／L 以下 
トリクロロエチレン 0.01mg／L 以下 
テトラクロロエチレン 0.01mg／L 以下 
1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／L 以下 
チウラム 0.006mg／L 以下 
シマジン 0.003mg／L 以下 
チオベンカルブ 0.02mg／L 以下 
ベンゼン 0.01mg／L 以下 
セレン 0.01mg／L 以下 
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L 以下 
ふっ素 0.8mg／L 以下 
ほう素 1mg／L 以下 
1,4­ジオキサン 0.05mg／L 以下 
備考 

１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 
２ 「検出されないこと」とは、定められた⽅法により測定した場合において、その結果が当該

⽅法の定量限界を下回ることをいう。 
３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適⽤しない。 
４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本産業規格 K0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又

は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと日本産業規
格 K0102 の 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの
和とする。 
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イ 生活環境の保全に関する環境基準（河川）（別表２抜粋） 
(ｱ) 

項目 
類型 

利⽤目的の 
適応性 

基準値 
水素イオン

濃度 
(ｐＨ) 

生物化学的
酸素要求量 
(ＢＯＤ) 

浮遊物質量 
(ＳＳ) 

溶存酸素量 
(ＤＯ) 大腸菌数 

ＡＡ 水道１級 
自然環境保全 
及びＡ以下の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

１mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

20ＣＦＵ／
100ml 以下 

Ａ 水道２級 
水産１級 
水浴 
及びＢ以下の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

２mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

300ＣＦＵ
／100ml 以
下 

Ｂ 水道３級 
水産２級 
及びＣ以下の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

３mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

５mg/L 
以上 

1,000ＣＦＵ
／100ml 以
下 

Ｃ 水産３級 
⼯業⽤水１級 
及びＤ以下の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

５mg/L 
以下 

50mg/L 
以下 

５mg/L 
以上 

­ 

Ｄ ⼯業⽤水２級 
農業⽤水 
及びＥの欄に掲
げるもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

８mg/L 
以下 

100mg/L 
以下 

２mg/L 
以上 

­ 

Ｅ ⼯業⽤水３級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

10mg/L 
以下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れ な い こ
と。 

２mg/L 
以上 

­ 

備考 
１ 基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値（年

間の日間平均値の全データをその値の⼩さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間
平均値のデータ数）のデータ値（0.9×ｎが整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値を
とる。））とする。 

２ 農業⽤利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量５mg／L 以上と
する。 

３ 水道１級を利⽤目的としている地点（自然環境保全を利⽤目的としている地点を除く。）につ
いては、大腸菌数 100ＣＦＵ／100ml 以下とする。 

４ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適⽤し
ない。 

５ 大腸菌数に⽤いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml と
し、大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

（注）１．自然環境保全︓自然探勝等の環境保全 
   ２．水道１級︓  ろ過等による簡易な浄水操作を⾏うもの 
     水道２級︓  沈殿ろ過等による通常の浄水操作を⾏うもの 
     水道３級︓  前処理等を伴う高度の浄水操作を⾏うもの 
   ３．水産１級︓  ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物⽤並びに水産２級及び水産３

級の水産生物⽤ 
     水産２級︓  サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物⽤及び水産３級の水産生

物⽤ 
     水産３級︓  コイ、フナ等、β­中腐水性水域の水産生物⽤ 
   ４．⼯業⽤水１級︓沈殿等による通常の浄水操作を⾏うもの 
     ⼯業⽤水２級︓薬品注⼊等による高度の浄水操作を⾏うもの 
     ⼯業⽤水３級︓特殊の浄水操作を⾏うもの 
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   ５．環境保全︓  国⺠の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 
   ６．BOD の評価については、年間の日間平均値の全データをその値の⼩さいものから順に 
     並べ 0.75×n 番目（n は日間平均値のデータ数）のデータ値をもって判断する（0.75×

n が整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる）。（平成 13 年 5 ⽉ 31 日
環水企第 92 号） 

 
(ｲ) 

項目 
類型 

水生生物の生息 
状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 ノニルフェノール 
直鎖アルキルベン
ゼンスルホン酸及

びその塩 
生物Ａ イワナ、サケマス等⽐較

的低温域を好む水生生物
及びこれらの餌生物が生
息する水域 

0.03mg/L 以下 0.001mg／L以下 0.03mg/L 以下 

生物特Ａ 生物Ａの水域のうち、生
物Ａの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は
幼稚仔の生育場として特
に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.0006mg／L 以
下 

0.02mg/L 以下 

生物Ｂ コイ、フナ等⽐較的高温
域を好む水生生物及びこ
れらの餌生物が生息する
水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg／L以下 0.05mg/L 以下 

生物特Ｂ 生物Ａ又は生物Ｂの水域
のうち、生物Ｂの欄に掲
げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の
生育場として特に保全が
必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg／L以下 0.04mg/L 以下 

備考 
１ 基準値は、年間平均値とする。 
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(2) 地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年３⽉13⽇環境庁告⽰第10号）（別
表抜粋） 

項目 基準値 
カドミウム 0.003mg／Ｌ以下 
全シアン 検出されないこと。 
鉛 0.01mg／Ｌ以下 
六価クロム 0.02mg／Ｌ以下 
砒素 0.01mg／Ｌ以下 
総水銀 0.0005mg／Ｌ以下 
アルキル水銀 検出されないこと。 
PCB 検出されないこと。 
ジクロロメタン 0.02mg／Ｌ以下 
四塩化炭素 0.002mg／Ｌ以下 
クロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビ
ニルモノマー） 0.002mg／Ｌ以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg／Ｌ以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1mg／Ｌ以下 
1,2-ジクロロエチレン 0.04mg／Ｌ以下 
1,1,1-トリクロロエタン 1mg／Ｌ以下 
1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／Ｌ以下 
トリクロロエチレン 0.01mg／Ｌ以下 
テトラクロロエチレン 0.01mg／Ｌ以下 
1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／Ｌ以下 
チウラム 0.006mg／Ｌ以下 
シマジン 0.003mg／Ｌ以下 
チオベンカルブ 0.02mg／Ｌ以下 
ベンゼン 0.01mg／Ｌ以下 
セレン 0.01mg／Ｌ以下 
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／Ｌ以下 
ふっ素 0.8mg／Ｌ以下 
ほう素 1mg／Ｌ以下 
1,4-ジオキサン 0.05mg／Ｌ以下 
備考 

１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については 、最高値とする｡ 
２ 「検出されないこと」とは、定められた⽅法により測定した場合において、その結果が当該

⽅法の定量限界を下回ることをいう。 
３ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本産業規格 K0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又

は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと日本産業規
格 K0102 の 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの
和とする。 

４ 1，2-ジクロロエチレンの濃度は、日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定
されたシス体の濃度と日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトラン
ス体の濃度の和とする。 
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7-3 騒音に係るもの 
(1) 騒音に係る環境基準について（平成10年９⽉30⽇環境庁告⽰第64号） 
道路に⾯する地域以外の地域 

地域の類型 
基準値 

昼間 夜間 
ＡＡ 50 デシベル以下 40 デシベル以下 
Ａ及びＢ 55 デシベル以下 45 デシベル以下 
Ｃ 60 デシベル以下 50 デシベル以下 

（注）１．時間の区分は、昼間を午前６時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌
日の午前６時までの間とする。 

２．ＡＡを当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特
に静穏を要する地域とする。 

３．Ａを当てはめる地域は、専ら住居の⽤に供される地域とする。 
４．Ｂを当てはめる地域は、主として住居の⽤に供される地域とする。 
５．Ｃを当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、⼯業等の⽤に供される地域とする。 

 
道路に⾯する地域 

地域の区分 
基準値 

昼間 夜間 
Ａ地域のうち２⾞線以上の⾞線を有する
道路に⾯する地域 60 デシベル以下 55 デシベル以下 
Ｂ地域のうち２⾞線以上の⾞線を有する
道路に⾯する地域及びＣ地域のうち⾞線
を有する道路に⾯する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

備考 
⾞線とは、１縦列の自動⾞が安全かつ円滑に⾛⾏するために必要な一定の幅員を有する帯状の⾞

道部分をいう。 
 
幹線交通を担う道路に近接する空間の特例 

基準値 
昼間 夜間 

70 デシベル以下 65 デシベル以下 
備考 

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい⾯の窓を主として閉めた生活が営まれていると認
められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあっ
ては 40 デシベル以下）によることができる。 

（注）１．「幹線交通を担う道路」とあるのは、次に掲げる道路をいうものとする 
（平成13年１⽉５日環大企３号） 

(1) 道路法(昭和27年法律第180号)第３条に規定する高速自動⾞国道、一般国道、都道府
県道及び市町村道(市町村道にあっては４⾞線以上の区間に限る。)。 

(2) 前項に掲げる道路を除くほか、一般自動⾞道であって都市計画法施⾏規則(昭和44年
建設省令第49号)第7条第１項第１号に定める自動⾞専⽤道路。 

２．「幹線交通を担う道路に近接する空間」とあるのは、次の⾞線数の区分に応じ道路端から
の距離によりその範囲を特定するものとする（平成 13 年１⽉５日環大企３号） 
(1) ２⾞線以下の⾞線を有する幹線交通を担う道路 15 メートル 
(2) ２⾞線を超える⾞線を有する幹線交通を担う道路 20 メートル 
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(2) 環境基本法に基づく騒音に係る環境基準の設定（平成24年３⽉30⽇春⽇井市告⽰第
36号） 

地域の類型 該当地域 

Ａ 第１種低層住居専⽤地域、第２種低層住居専⽤地域、第１種中高層住居専⽤地域
及び第２種中高層住居専⽤地域 

Ｂ 第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域及び都市計画区域で⽤途地域の定
められていない地域 

Ｃ 近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域及び⼯業地域 

備考 第１種低層住居専⽤地域、第２種低層住居専⽤地域、第１種中高層住居専⽤地域、第２種中
高層住居専⽤地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、
準⼯業地域又は⼯業地域は、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第８条第１項第１号の規定に
よる都市計画において定められた地域をいい、都市計画区域で⽤途地域の定められていない地域
は、同法第５条第１項、第２項又は第４項の規定により指定された都市計画区域であって同法第
８条第１項第１号に規定する⽤途地域の定められていない地域をいう。 

（注）１．地域の類型ＡＡ︓春日井市に該当地域なし 
 
(3) 航空機騒音に係る環境基準について（昭和48年12⽉27⽇環境庁告⽰第154号） 

地域の類型 基準値 
Ⅰ 57 デシベル以下 
Ⅱ 62 デシベル以下 

（注）１．Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の⽤に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域はⅠ以外 
の地域であつて通常の生活を保全する必要がある地域とする。 

 
(4) 航空機騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定（昭和52年４⽉30⽇

愛知県告⽰第483号）（抜粋） 
地域の類型 地域の類型を当てはめる地域 

Ⅰ 
別表に掲げる地域のうち第一種低層住居専⽤地域、第二種低層住居専⽤地域、第
一種中高層住居専⽤地域、第二種中高層住居専⽤地域、第一種住居地域、第二種
住居地域、準住居地域、田園住居地域及び都市計画区域で⽤途地域の定められて
いない地域 

Ⅱ 別表に掲げる地域のうち近隣商業地域、商業地域、準⼯業地域及び⼯業地域 
 
別表 
愛知県名古屋⾶⾏場（愛知県⻄春日井郡豊⼭町豊場）の位置を⽰す標点（北緯 35 度 15 分 06 秒、
東経 136 度 55 分 39 秒）から滑⾛路延⻑⽅向に延ばした直線（以下「名古屋中⼼線」という。）と
直角⽅向に東⽅５キロメートル、⻄⽅４キロメートルの点を通る名古屋中⼼線との平⾏線、標点か
ら名古屋中⼼線上に南⽅へ 18 キロメートルの点を通る名古屋中⼼線との垂線及び愛知、岐阜両県
の県境によつて囲まれる地域。ただし、愛知県名古屋⾶⾏場の敷地並びに河川区域及び⼯業専⽤地
域を除く。 

 
(5) 新幹線鉄道騒音に係る環境基準について（昭和50年７⽉29⽇環境庁告⽰第46号） 

春日井市内において地域の類型のあてはめなし。 
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7-4 土壌の汚染に係るもの 
(1) 土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年８⽉23⽇環境庁告⽰第46号）（別表抜粋） 

項目 環境上の条件 
カドミウム 検液１Ｌにつき 0.003mg 以下であり、かつ、農⽤地において

は、米１kg につき 0.4mg 以下であること。 
全シアン 検液中に検出されないこと。 
有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。 
鉛 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること。 
六価クロム 検液１Ｌにつき 0.05mg 以下であること。 
砒（ひ）素 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であり、かつ、農⽤地（田に限

る。）においては、土壌１kg につき 15mg 未満であること。 
総水銀 検液１Ｌにつき 0.0005mg 以下であること。 
アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 
PCB 検液中に検出されないこと。 
銅 農⽤地（田に限る。）において、土壌１kg につき 125mg 未満

であること。 
ジクロロメタン 検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること。 
四塩化炭素 検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること。 
クロロエチレン（別名塩化ビニル
又は塩化ビニルモノマー） 検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエタン 検液１Ｌにつき 0.004mg 以下であること。 
1,1-ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき 0.1mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき 0.04mg 以下であること。 
1,1,1-トリクロロエタン 検液１Ｌにつき１mg 以下であること。 
1,1,2-トリクロロエタン 検液１Ｌにつき 0.006mg 以下であること。 
トリクロロエチレン 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること。 
テトラクロロエチレン 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること。 
1,3-ジクロロプロペン 検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること。 
チウラム 検液１Ｌにつき 0.006mg 以下であること。 
シマジン 検液１Ｌにつき 0.003mg 以下であること。 
チオベンカルブ 検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること。 
ベンゼン 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること。 
セレン 検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること。 
ふっ素 検液１Ｌにつき 0.8mg 以下であること。 
ほう素 検液１Ｌにつき１mg 以下であること。 
1,4-ジオキサン 検液１Ｌにつき 0.05mg 以下であること。 
備考 

１ 環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める⽅法により検液を作成
し、これを⽤いて測定を⾏うものとする。 

２ カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境
上の条件のうち検液中濃度に係る値にあっては、汚染土壌が地下水⾯から離れており、かつ、
原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれぞれ地下水１Ｌにつき 0.003mg、
0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg 及び１mg を超えていない場合
には、それぞれ検液１Ｌにつき 0.009mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、
2.4mg 及び３mg とする。 

３ 「検液中に検出されないこと」とは、定められた⽅法により測定した場合において、その結
果が当該⽅法の定量限界を下回ることをいう。 

４ 有機燐（りん）とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN をいう。 
５ 1，2-ジクロロエチレンの濃度は、日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定

されたシス体の濃度と日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトラン
ス体の濃度の和とする。 

（注）１．汚染がもっぱら自然的原因によることが明らかであると認められる場所及び原材料の堆積
場、廃棄物の埋⽴地その他の表の項目の欄に掲げる項目に係る物質の利⽤又は処分を目的と
して現にこれらを集積している施設に係る土壌については、適⽤しない。 

２．土壌環境基準の達成状況の評価については、土壌汚染は一般に蓄積性の汚染であり、その
汚染状態は経時的に変化し易いものではないため、１回の調査結果が環境上の条件を超えて
いれば、土壌環境基準を達成していないものとする。（平成６年３⽉３日環水土第36号） 
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7-5 ダイオキシン類に係るもの 
ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年７⽉16日法律第

105号）第７条により、「政府は、ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の
底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を
保護する上で維持されることが望ましい基準を定める」ものとしており、次の環境基準が
設定されている。 

(1) ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌
の汚染に係る環境基準について（平成11年12⽉27⽇環境庁告⽰第68号）（抜粋） 

媒体 基準値 
大気 0.6 pg-TEQ／m3 以下 
水質（水底の底質を除く。） １ pg-TEQ／L 以下 
水底の底質 150 pg-TEQ／g 以下 
土壌 1,000 pg-TEQ／g 以下 
備考 

１ 基準値は、2,3,7,8­四塩化ジベンゾ­パラ­ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
２ 大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 
３ 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量

が 250pg-TEQ／g 以上の場合 簡易測定⽅法により測定した場合にあっては、簡易測定値に
２を乗じた値が 250pg-TEQ／g 以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 

（注）１．大気の汚染に係る環境基準は、⼯業専⽤地域、⾞道その他一般公衆が通常生活していな
い地域又は場所については適⽤しない。 

２．水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共⽤水域及び地下水に 
ついて適⽤する。 

３．水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共⽤水域の水底の底質について適⽤する。 
４．土壌の汚染に係る環境基準は、廃棄物の埋⽴地その他の場所であって、外部から適切 

に区別されている施設に係る土壌については適⽤しない。 
 


